
 

  

 

新型コロナウィルス感染症の新規感染者数が過去最多となるなど、今夏のピーク時に匹敵する増加

傾向となっていることから「第 3 波到来」とも言われています。そんな中、コロナ禍の影響による解

雇・雇止めは 6 万人を超えると報道されており、契約社員や派遣社員などの非正規労働者への影響は

特に大きくなると予想されます。 

 

 派遣労働者の同一労働同一賃金について「労使協定方式」を選択した場合の指標は、毎年 6～7 月

に発表されるところ、本年は新型コロナウィルス感染症による雇用・経済への影響の先行き等が明ら

かではないとの理由で今まで延期されていました。 

令和 3年度に適用される「一般の労働者の平均的な賃金の額」が 10 月 20 日に発表されました。 

コロナ禍による労働市場への影響等を踏まえた特例もありますので、昨年からの変更点と合わせて

確認のうえ、来年度に向けた労使協定締結の準備を進める必要があります。 

                          

＜適用日および主な指数＞ 

適用日：令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月 31 日  

 

 

 

※適用日より前に適用することは可能だが、   

協定対象派遣労働者の賃金を引き下げる場合は 

労働条件の不利益変更となる点に留意すること 

【令和 2 年 10 月 31 日号】 

職種・年数により、 

前年を上回る状況 が出ている 



＜新型コロナウィルス感染症の感染拡大に伴う労働市場への影響等を踏まえた取扱い＞ 

  以下の要件すべてを満たす場合に限り、令和 2年度の「一般賃金の額」を適用することが可 

  ①派遣労働者の雇用維持・確保を図ることを目的とすることを労使協定に明記 

  ②事業所および特定の職種・地域で事業活動の指標が現に影響を受けていること/今後も 

見込まれることを具体的に労使協定に明記 

  ③「一般賃金の額（令和 2年度）」を適用する旨およびその理由を明確に 

労使協定に記載 

  ④①の対応策と②の指標にかかる根拠書類を都道府県労働局へ提出すること 

   ※提出方法は本年末に公表予定 

 

 ◎派遣先が派遣元に対し、上記の例外的取扱いの適用の有無を限定することは不可 

 (「労使協定方式に関するＱ＆Ａ【第 3集】」には、派遣先が指導対象になり得ると明記されている) 

 

 

 派遣労働者の同一労働同一賃金について、派遣会社が「労使協定方式」を採用するときに最も注意

しなければならない点は以下です。 

適切な手続きを経て選出された過半数代表者と締結された労使協定でなければ、労使協定 

方式は適用されず、派遣法が定める原則である「派遣先均等・均衡方式」が適用される 

 

 厚生労働省のホームページには「過半数代表者の適切な選出手続きを～選出するにあたっての 5つ

のポイントをご紹介します～」というリーフレットが公表されています。過半数代表者を選出するに

あたり、次のような方法で行っている派遣会社は注意が必要です。 
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